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外国⼈材の活⽤と地域共⽣について
東洋ワーク株式会社
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取締役
国際事業管掌
⾥⾒ 誠

東洋ワーク株式会社

経 歴

東洋ワーク株式会社 取締役 国際事業管掌
PT. Fuji Bijak Prestasi 代表取締役副社⻑
PT. Fuji Staff Indonesia 代表取締役社⻑
東洋ワークベトナム⽀店 ⽀店⻑

〒980-0803 宮城県仙台市⻘葉区国分町1-7-18 東洋ワークビル 5F
TEL／022-225-5052 FAX／022-224-3429
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⼈材確保から海外進出⽀援まで
グローバルなビジネスをプロデュース

東洋ワークグループは法⼈設⽴以来、アジア圏で⼈材開発や市場参⼊⽀援に取り組んでき
ました。時代に先駆けてアジアに⽬を向けたのは、⽇本の少⼦⾼齢化による労働⼈⼝の減
少を⾒据え、国内の⼈材不⾜や市場縮⼩を解決する⼿⽴てを海外に⾒出したフロンティア
精神から。中でもインドネシアでは、⽇系企業160社以上とコンサルティング契約を結ぶ
など、アジア圏でのビジネスをサポートしております。

東洋ワークグループのグローバル展開
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東洋ワークグループ グローバル社員
□在留資格管理
□⽣活⽀援
□⾔語フォロー

外国⼈材雇⽤管理者

外国⼈材が外国⼈材を管理する事で、
⾔語・問題、課題の対応がスピーディに
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Global Action

PT. Fuji Bijak Prestasi 設⽴
・⽇本を⽬指す⼈材を応援企業
・徹底的に語学と⽇本を⽬指した教育機関を設⽴

・来⽇した⼈材が安⼼して働ける様に組合を設⽴
・各種教育コンテンツを整備
・外国⼈材同⼠のコミュニティ創出イベント開催
TWG外国⼈育成就労協同組合

外国⼈財・⽇本⼈財が
⼿を取り合える会社に

‟外国⼈財から
選ばれる会社を⽬指して”

グローバルリファラル
・ロールモデル先輩社員
・紹介制度の強化

外国⼈と‟ともに歩む”共⽣社会の実現
東洋ワークグループでは、

外国⼈材の採⽤・受⼊・管理・⽀援・教育
ワンストップサービス
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１. 在留外国⼈材について
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⽇本で働く外国⼈労働者はここ10年で⼤きく増加しており、2015年ごろの約90万⼈から、2023年には初めて約
2.05 百万⼈に達しました。 2024年には約2.3 百万⼈、最新の2025年10⽉時点では約2.57 百万⼈と13年連続
の過去最多更新が続いている

国内在留外国⼈数
約3,956,619⼈

国内外国⼈労働者数
約2,571,037⼈
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東南アジアからの⼈
材が多く⼀番多い国は
ベトナムとなる。
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東北における外国⼈材の受け⼊れも
年々増加傾向にあります。

全国的に⾒ても東北の外国⼈材受け⼊
れ割合は、1％を下回っている状況。
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全国平均︓54,703⼈

東北6県受⼊⼈数61,886⼈
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⽇本で働くグローバル⼈材

・⽇本国内の学校に在籍しているもの
・資格外活動許可をとっているもの
・週28時間の就労制限
・職種は、娯楽施設・⾵営法は不可
・学⽣期間のみ活⽤可能

・⾼度⼈材と⾔われるビザ
・１5種類に分類されている職種のみ
・専⾨分野の習得が必須
・無期限で活⽤可能（更新制）

・１４業種に分類されている
・政府試算の受⼊数が設定されている
・労働者として活⽤ができる
・転職が可能
・期間は最⻑５年間

・91種168業務に分類されている職種のみ
・働き⽅は、⽇本⼈同様に活⽤可能
・実習計画に合わせて⾏う
・異動、転職は不可
・期間は最⻑5年（1年・3年・5年）

・資格外活動許可

・実習⽣

・就労ビザ

・特定技能
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⽇本で働くグローバル⼈材
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外国⼈材へのアプローチとして、難しく考える必要はありません。国内や国外などのイベント参加や⾯接会の参加など
⽇本へ⾏きたい・働きたいと意欲の⾼い⼈材がたくさんいます。

外国⼈材とのアプローチ



16

企業にもたらすグローバル⼈材の⼒
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■⽇本語能⼒強化による品質・⽣産性の向上

⽇本語能⼒試験実績（2025年7⽉）
■受講者 N3〜N4︓50名
■合格率 N3〜N4︓22％
次回⽬標︓合格率40%（2025年12⽉試験）

・階層ごとに勉強会を実施（２回/⽉）
・⽇本語⼿当制度の導⼊

階層ごとの⽇本語勉強会

語学教育 グローバルな取り組み
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■異⽂化交流や各種イベントによるモチベーションUPと定着化

それぞれの⺟国の料理を
作って、みんなで⾷事会

グローバル共⽣

■イベント︓年5回実施
■出勤率︓95％
■定着率︓99％

技能実習修了後 → 特定技能希望者︓68％
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職場環境整備について

作業報告会

AED講習会

社内表彰
外国⼈による

勉強会

警察合同
研修会
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１００均

⽣活環境は、外国⼈の⽬線に⽴つ

時代の進化で求める形に変化
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外国⼈材の育成とインドネシア
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‟⾃治体のバックアップ”
外国⼈材活⽤の⼀歩⽬を

バックアップ
ワンストップサービス

⻘森県秋⽥県

宮城県福島県

新潟県

⻑岡市

⼭形県
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法改正について
• 外国⼈技能実習制度に代わる新制度「育成就労」が2027年に施⾏予定

出典： 2025年1⽉27⽇付 ⽇本経済新聞 電⼦版 外国⼈「育成就労」⾒えてきた具体像 要件は厳格化

○育成就労は⼈材育成と⽇本国内の⼈材確保が⽬的
○受け⼊れは⼈⼿不⾜の業種・企業に限られる。省令案では、過去1年間に解雇や雇い⽌めなど、
「⾮⾃発的離職」のあった企業は育成就労で外国⼈を雇⽤できない
○技能実習は最⻑5年だが、育成就労は在留資格「特定技能」の前段階との位置づけで原則3年間とする
○育成就労は、働き始めてから1〜2年で⾃らの意思による転職ができる
○育成就労は、働き始めるまでに国の6段階の指標で最もやさしい「A1」相当の試験に合格するか、
講習を受ける必要性がある
（1）受け⼊れ要件を厳格化 （2）地⽅企業に配慮 （3）⽇本語教育を拡充
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外国⼈と‟ともに歩む”共⽣社会の実現


